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（
事
業
計
画
等
の
認
可
の
申
請
）

第
三
条

指
定
活
用
団
体
は
、
法
第
二
十
六
条
第
一
項
前
段
の
規
定
に
よ
り
事
業
計
画
及
び
収
支
予
算
の
認
可
を
受
け

よ
う
と
す
る
と
き
は
、
当
該
事
業
年
度
開
始
の
日
の
一
月
前
ま
で
に
（
法
第
二
十
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
指
定
を

受
け
た
日
の
属
す
る
事
業
年
度
に
あ
っ
て
は
、
当
該
指
定
を
受
け
た
後
遅
滞
な
く
）、
様
式
第
一
に
よ
る
申
請
書
に

次
に
掲
げ
る
書
類
を
添
え
て
、
内
閣
総
理
大
臣
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

一

事
業
計
画
書

二

収
支
予
算
書

２

指
定
活
用
団
体
は
、
法
第
二
十
六
条
第
一
項
後
段
の
規
定
に
よ
り
事
業
計
画
又
は
収
支
予
算
の
変
更
の
認
可
を
受

け
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
あ
ら
か
じ
め
、
様
式
第
二
に
よ
る
申
請
書
に
当
該
変
更
の
明
細
を
記
載
し
た
書
面
を
添
え

て
、
内
閣
総
理
大
臣
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
区
分
経
理
の
方
法
）

第
四
条

指
定
活
用
団
体
は
、
民
間
公
益
活
動
促
進
業
務
に
係
る
経
理
と
そ
の
他
の
業
務
に
係
る
経
理
と
を
区
分
し
、

そ
れ
ぞ
れ
勘
定
を
設
け
て
整
理
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

２

指
定
活
用
団
体
は
、
民
間
公
益
活
動
促
進
業
務
と
民
間
公
益
活
動
促
進
業
務
以
外
の
業
務
の
双
方
に
関
連
す
る
収

入
及
び
費
用
に
つ
い
て
は
、
適
正
な
基
準
に
よ
り
そ
れ
ぞ
れ
の
業
務
に
配
分
し
て
経
理
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
帳
簿
）

第
五
条

指
定
活
用
団
体
は
、
法
第
二
十
八
条
の
帳
簿
を
一
年
ご
と
に
閉
鎖
し
、
閉
鎖
後
十
年
間
保
存
し
な
け
れ
ば
な

ら
な
い
。

２

法
第
二
十
八
条
の
内
閣
府
令
で
定
め
る
事
項
は
、
次
に
掲
げ
る
事
項
と
す
る
。

一

法
第
八
条
の
規
定
に
よ
り
交
付
さ
れ
た
休
眠
預
金
等
交
付
金
の
額
の
総
額

二

法
第
二
十
一
条
第
一
項
各
号
の
業
務
ご
と
に
充
て
た
休
眠
預
金
等
交
付
金
の
額

三

法
第
二
十
一
条
第
一
項
第
一
号
の
規
定
に
よ
る
助
成
又
は
貸
付
け
を
受
け
た
資
金
分
配
団
体
の
名
称
及
び
住
所

並
び
に
資
金
分
配
団
体
ご
と
の
助
成
又
は
貸
付
け
を
受
け
た
金
額
及
び
年
月
日

（
前
の
ペ
ー
ジ
よ
り
続
き
）

〇
大
学
院
に
専
攻
ご
と
に
置
く
も
の
と
す
る

教
員
の
数
に
つ
い
て
定
め
る
件
の
一
部
を

改
正
す
る
告
示
（
文
部
科
学
一
五
三
）

〇
使
用
薬
剤
の
薬
価
（
薬
価
基
準
）
及
び
療

担
規
則
及
び
薬
担
規
則
並
び
に
療
担
基
準

に
基
づ
き
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
掲
示

事
項
等
の
一
部
を
改
正
す
る
告
示

（
厚
生
労
働
二
五
二
）

〇
指
定
漁
業
の
許
可
及
び
取
締
り
等
に
関
す

る
省
令
別
表
第
二
大
中
型
ま
き
網
漁
業
の

項
第
九
号
の
農
林
水
産
大
臣
が
定
め
る
期

間
を
定
め
る
件
（
農
林
水
産
一
四
七
九
）

〇
指
定
漁
業
の
許
可
及
び
取
締
り
等
に
関
す

る
省
令
第
三
十
一
条
の
七
の
規
定
に
基
づ

き
農
林
水
産
大
臣
が
定
め
る
海
域
及
び
漁

具
の
制
限
を
定
め
る
件
（
同
一
四
八
〇
）

〇
商
標
法
第
四
条
第
一
項
第
二
号
の
規
定
に

基
づ
き
、
世
界
知
的
所
有
権
機
関
の
国
際

事
務
局
か
ら
通
知
さ
れ
た
ア
ン
ド
ラ
公
国

の
紋
章
を
指
定
し
た
件

（
経
済
産
業
一
二
七
）

〇
商
標
法
第
四
条
第
一
項
第
二
号
の
規
定
に

基
づ
き
、
世
界
知
的
所
有
権
機
関
の
国
際

事
務
局
か
ら
通
知
さ
れ
た
グ
レ
ー
ト
ブ
リ

テ
ン
及
び
北
ア
イ
ル
ラ
ン
ド
連
合
王
国
の

紋
章
及
び
記
章
を
指
定
し
た
件

（
同
一
二
八
）

〇
商
標
法
第
四
条
第
一
項
第
二
号
の
規
定
に

基
づ
き
、
世
界
知
的
所
有
権
機
関
の
国
際

事
務
局
か
ら
通
知
さ
れ
た
ニ
ジ
ェ
ー
ル
共

和
国
の
紋
章
を
指
定
し
た
件（
同
一
二
九
）

〇
商
標
法
第
四
条
第
一
項
第
三
号
の
規
定
に

基
づ
き
、
世
界
知
的
所
有
権
機
関
の
国
際

事
務
局
か
ら
通
知
さ
れ
た
欧
州
分
子
生
物

学
研
究
所
の
標
章
を
指
定
し
た
件

（
同
一
三
〇
）

〇
商
標
法
第
四
条
第
一
項
第
三
号
の
規
定
に

基
づ
き
、
世
界
知
的
所
有
権
機
関
の
国
際

事
務
局
か
ら
通
知
さ
れ
た
欧
州
地
域
委
員

会
の
標
章
を
指
定
し
た
件
（
同
一
三
一
）

〇
商
標
法
第
四
条
第
一
項
第
三
号
の
規
定
に

基
づ
き
、
世
界
知
的
所
有
権
機
関
の
国
際

事
務
局
か
ら
通
知
さ
れ
た
欧
州
海
上
安
全

庁
の
標
章
を
指
定
し
た
件
（
同
一
三
二
）

〇
低
騒
音
型
建
設
機
械
の
指
定
に
関
す
る
件

（
国
土
交
通
七
八
五
）

〇
排
出
ガ
ス
対
策
型
建
設
機
械
の
指
定
に
関

す
る
件
（
同
七
八
六
）

〇
倉
庫
業
法
第
三
条
の
登
録
の
基
準
等
に
関

す
る
告
示
の
一
部
を
改
正
す
る
告
示

（
同
七
八
七
）

〇
料
金
を
徴
収
し
な
い
車
両
を
定
め
る
告
示

の
一
部
を
改
正
す
る
件
（
同
七
八
八
）

〇
福
岡
空
港
の
施
設
に
変
更
を
加
え
る
件

（
同
七
八
九
）

〇
特
定
地
域
及
び
準
特
定
地
域
に
お
け
る
一

般
乗
用
旅
客
自
動
車
運
送
事
業
の
適
正
化

及
び
活
性
化
に
関
す
る
特
別
措
置
法
施
行

規
程
の
一
部
を
改
正
す
る
告
示

（
同
七
九
〇
）

〇
気
象
業
務
法
施
行
規
則
第
十
条
の
二
第
一

号
ロ
の
計
算
方
法
を
定
め
る
件
の
一
部
を

改
正
す
る
件
（
気
象
庁
五
）

〔
官
庁
報
告
〕

官
庁
事
項

消
防
庁
国
民
保
護
計
画
の
変
更
に
つ
い
て

（
消
防
庁
）

法
務
省
国
民
保
護
計
画
の
変
更
に
つ
い
て

（
法
務
省
）

外
務
省
国
民
保
護
計
画
の
変
更
に
つ
い
て

（
外
務
省
）

厚
生
労
働
省
国
民
保
護
計
画
の
変
更
に
つ
い

て
（
厚
生
労
働
省
）

環
境
省
国
民
保
護
計
画
の
変
更
に
つ
い
て

（
環
境
省
）

〔
資

料
〕

国
庫
歳
入
歳
出
状
況
（
平
成
二
十
九
年
度
平

成
三
十
年
四
月
分
）、（
平
成
三
十
年
度
平
成

三
十
年
四
月
分
）（
財
務
省
）

〇
内
閣
府
令
第
三
十
二
号

民
間
公
益
活
動
を
促
進
す
る
た
め
の
休
眠
預
金
等
に
係
る
資
金
の
活
用
に
関
す
る
法
律
（
平
成
二
十
八
年
法
律
第
百

一
号
）
第
八
条
、
第
二
十
三
条
第
二
項
第
二
号
、
第
二
十
六
条
第
一
項
、
第
二
十
七
条
第
一
項
及
び
第
二
項
、
第
二
十

八
条
並
び
に
第
二
十
九
条
第
一
項
、
第
二
項
第
三
号
及
び
第
三
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
民
間
公
益
活
動
を
促
進
す
る
た

め
の
休
眠
預
金
等
に
係
る
資
金
の
活
用
に
関
す
る
法
律
に
基
づ
く
指
定
活
用
団
体
に
関
す
る
内
閣
府
令
を
次
の
よ
う
に

定
め
る
。

平
成
三
十
年
六
月
二
十
九
日

内
閣
総
理
大
臣

安
倍

晋
三

民
間
公
益
活
動
を
促
進
す
る
た
め
の
休
眠
預
金
等
に
係
る
資
金
の
活
用
に
関
す
る
法
律
に
基
づ
く
指
定
活
用
団

体
に
関
す
る
内
閣
府
令

（
事
務
に
要
す
る
経
費
）

第
一
条

民
間
公
益
活
動
を
促
進
す
る
た
め
の
休
眠
預
金
等
に
係
る
資
金
の
活
用
に
関
す
る
法
律
（
平
成
二
十
八
年
法

律
第
百
一
号
。
以
下
「
法
」
と
い
う
。）第
八
条
、
第
二
十
七
条
第
一
項
並
び
に
第
二
十
九
条
第
一
項
及
び
第
三
項
に

規
定
す
る
内
閣
府
令
で
定
め
る
事
務
に
要
す
る
経
費
は
、
民
間
公
益
活
動
促
進
業
務
に
係
る
人
件
費
、
事
務
所
費
そ

の
他
指
定
活
用
団
体
の
運
営
に
必
要
な
一
般
管
理
費
と
す
る
。

（
民
間
公
益
活
動
促
進
業
務
規
程
の
記
載
事
項
）

第
二
条

法
第
二
十
三
条
第
二
項
第
二
号
の
内
閣
府
令
で
定
め
る
事
項
は
、
次
に
掲
げ
る
事
項
と
す
る
。

一

休
眠
預
金
等
交
付
金
の
受
入
れ
、
民
間
公
益
活
動
の
促
進
に
関
す
る
調
査
及
び
研
究
並
び
に
民
間
公
益
活
動
の

促
進
に
資
す
る
た
め
の
啓
発
活
動
及
び
広
報
活
動
の
実
施
の
方
法
に
関
す
る
事
項

二

民
間
公
益
活
動
促
進
業
務
の
適
正
を
確
保
す
る
た
め
の
体
制
の
整
備
に
関
す
る
事
項

三

そ
の
他
民
間
公
益
活
動
促
進
業
務
の
実
施
に
関
し
必
要
な
事
項
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